
2018年度版の刊行にあたって

本書は，個人の生活や企業の経済活動において重要な影響を及ぼす税

金について，その基礎となる項目を網羅的に記述したものです。

税制は，毎年，改正が行われています。改正項目は，その時々の必要

に応じて行われるものであることから重要な項目が多く，注意が必要です。

平成30年度税制改正のうち，主な項目は次のとおりです。

① 所得税では，給与所得控除額および公的年金控除額の一律10万円の

引下げと基礎控除の10万円引上げがセットで見直しが行われ，控除額

の上限引下げなどが行われました。さらにこの改正に連動する形で青

色申告特別控除や人的控除の合計所得金額基準が見直されました。た

だし，この制度の実際の適用は，平成32年分所得税（住民税は平成33

年度分）からとなります。なお，昨年度改正された配偶者特別控除の拡

充については，平成30年分から適用になりました。

② 法人税では，国際会計基準の導入に伴う会計基準の開発・適用に伴い

収益認識基準の法令化（法人税法22条の２）による整備が行われまし

た。所得拡大促進税制の見直し・改組が行われ給与等の引上げ・設備投

資促進税制が創設されました。

③ 相続税・贈与税等の資産課税では，非上場株式等についての贈与税の

納税猶予制度の特例が10年間の時限立法で設けられました。従来の制

度に比較し，格段と利用しやすい制度になっています。

④ 消費税関係では，平成31年10月の軽減税率導入，消費税率10％へ

の引上げに向けた準備が問題となってきています。

⑤ 地方税では，中小企業者の機械装置等に係る償却資産税について，３

年間にわたり０～２分の１にする特別措置が設けられ，平成30年６月

から適用になっています。



以上のように平成30年度税制改正は，平成30年度適用分も含めて，例年

同様に多岐にわたる重要な改正が行われています。

本書では，これら各税目の多くの改正点について，その基本的内容を洩れ

なく織り込んで改訂を行っています。

本書が，難解といわれる税金について読者の皆様の理解に少しでも助

けになれば幸いです。

最後に2018年度版の出版にあたって，お世話になった経済法令研究会

の西牟田隼人氏に感謝の意を表します。

2018年６月

藤 曲 武 美

＊本書は，故桜井四郎先生著「税の基礎」を2005年にその項目，内容につき

全面的に見直し，新訂版として刊行したものです。
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第 章

税金の基礎

第1節 税金のあらまし

第2節 税金の基本原則

第3節 申告と納税



第1節

税金のあらまし

税金の種類は数多くあり，私たちの生活のあ

らゆる場面で関係してきます。このように，

私たちの生活や経済活動に密着した税金と

は，そもそもどのようなものであり，どのよ

うな種類があるのかを学習しましょう。

1 税金とは

税金とは，「国家が，特別の給付に対する反対給付でなく，公共サービ

スを提供するための資金を調達する目的で，法律の定めにもとづいて私

人に課する金銭給付である」とされています。

このような税金の特徴は次のとおりです。

(１) 税金の公益性

国や地方公共団体は，国民や住民に多くの公共サービスを提供してい

ます。公共サービスの内容は，国防・警察などの安全･秩序の確保，道路

の建設などの環境整備，さらには教育から福祉にいたるまで多彩ですが，

その資金を調達するための手段が税金です。したがって，公共サービス

のための資金調達を目的とするものでないものは税金とはいえません。

たとえば，罰金・科料・交通反則金等は，違法行為に対する刑事上，

行政上の制裁金としての性質をもち，税金とは区別されるものです。
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(2) 税金の権力性

税金は，国家がその権力を背景として課すものであるという権力的課

徴金の性格を有します。税金は，経済活動の対価としての性格を有しな

いことから，強制的に国家に国民の財産を移転させる手段です。権力的

といっても，近代国家においては，強権的という意味ではなく，民主的

に定められた法律にもとづいて行われるところに特徴があります。

(3) 税金の非対価性

税金は，国の特別，特定のサービスに対する対価としての性質があり

ません。国民が支払っている税金は，その者が受けている公共サービス

の具体的に，どの部分の対価であるとかの直接的対価性はありません。

(4) 税金の応能負担性

税金は，国民の税金負担能力（以下，「担税力」という）に応じて一般

的に課されるのが原則です。したがって，道路を損傷した者から徴収す

る原因者負担金や，道路工事によって著しく利益を受ける者から徴収す

る受益者負担金などの負担金とは異なります。

2 税金の種類

税金は種々の観点から分類されますが，主な分類の仕方は，次のとお

りです。

(1) 国税と地方税

国が賦課･徴収する税金を国税といい，地方公共団体が賦課・徴収する

税金を地方税といいます。地方税は，さらに都道府県税と市町村税に区

分されます。
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(2) 直接税と間接税

納税義務者と税金の実際負担者が同一の者であることが予定されてい

る税金を直接税といい，両者が一致しないことが予定されている税金を

間接税といいます。所得税，相続税，固定資産税などは直接税であり，

消費税などは間接税です。税金は，商品代金やサービス価格に上乗せさ

れて転嫁する可能性を考慮すると一概に納税義務者と税金の実際負担者

を峻別できるかは困難な点もあります。

(3) 人税と物税

主として人的側面に着目して課される税金を人税といい，物的側面に

着目して課される税金を物税といいます。所得税，相続税等は人税であ

り，固定資産税等は物税です。

(4) 収得税･財産税･消費税･流通税

課税の対象とされる物･行為または事実の違い，すなわち担税力の標識

の相違により分類するものです。

① 収得税

人が収入を得ているという事実に着目して課される税金です。収得税

は，さらに，人の得る所得を対象にする所得税（所得税，法人税，住民

税等）と人の所有する生産要素からもたらされる収入を対象とする収益

税（事業税等）があります。

② 財産税

財産の所有という事実に着目して課される税金です。一般的財産税（旧

富裕税等）と特定の財産を対象として課する個別財産税（地価税，固定

資産税等）に区分することができます。

③ 消費税

物やサービスの消費に着目して課する税金です。消費行為そのものを
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対象とする直接消費税（入湯税等）と事業者に課された税金が最終消費

者に転嫁されることが予定されている間接消費税があります。間接消費

税は，対象とするものが特定の物品かすべてのものかによって個別消費

図表１－１ 現行の税金の分類表

普通税・目的
税等の区分等

租税の分類 税 目

収 得 税
所得税・法人税・地方法人特別税・復
興特別所得税・地方法人税

財 産 税
相続税・贈与税・地価税(注１)・自動車
重量税国

税

普 通 税

消 費 税

酒税・消費税・揮発油税・石油ガス税・
航空機燃料税・石油石炭税・たばこ税・
関税・地方揮発油税・国際観光旅客
税(注２)

目 的 税 電源開発促進税

普 通 税 流 通 税
登録免許税・印紙税・とん税・特別と
ん税

収 得 税 道府県民税・事業税

普 通 税
財 産 税

固定資産税（大規模償却資産の特例
分）・自動車税・鉱区税

道

府

県

税

消 費 税
道府県たばこ税・ゴルフ場利用税・地
方消費税・軽油引取税

流 通 税 不動産取得税・自動車取得税

地

方

税

目 的 税 水利地益税・狩猟税

交 付 税

所得税
法人税
消費税
酒税・たばこ税

⎫
｜
⎬
｜
⎭

の一部・地方法人税

譲 与 税
地方揮発油譲与税・石油ガス譲与税・
航空機燃料譲与税・地方法人特別譲与
税

収 得 税 市町村民税・鉱産税

市

町

村

税

普 通 税 財 産 税
固定資産税・軽自動車税・特別土地保
有税(注３)

消 費 税 市町村たばこ税

目 的 税
水利地益税・共同施設税・国民健康保
険税・都市計画税・入湯税・宅地開発
税・事業所税・法定外目的税

交 付 税

所得税
法人税
消費税
酒税・たばこ税

⎫
｜
⎬
｜
⎭

の一部・地方法人税

譲 与 税
地方揮発油譲与税・石油ガス譲与税・
特別とん譲与税・自動車重量譲与税・
航空機燃料譲与税

（注１）平成10年以降，適用停止中です。
（注２）平成31年１月７日以降の出国に適用となります。
(注３)平成15年度以降，新たな課税を行わないものとしています。
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税（酒税，たばこ税等）と一般消費税に分類され，さらに単段階で課税

するか多段階で課税するかによっても区分されます。日本の消費税は，

多段階一般消費税といえます。

④ 流通税

権利の取得，移転などの取引に対して課する税金で，登録免許税，印

紙税，不動産取得税などがあります。

(5) 普通税と目的税

税金により徴収した金額の使途を特定せず，一般経費に充てる目的で

課されるものを普通税（所得税，法人税，相続税･贈与税等）といい，当

初から特定の経費にあてることを目的として課される税金を目的税（電

源開発促進税，都市計画税等）といいます。

3 税金の体系

現行の税金をその種類ごとに分類，区分すると前頁図表１－１のよう

になります。

・税金の特徴は，その公益性，権力性，非対価性および応能負担性

にあります。

・税金は，国税，地方税，直接税間接税，人税，物税，収得税，財

産税，消費税，流通税など様々な種類に区分できます。
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